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第２条　債務負担行為の変更は、「第２表　債務負担行為補正」による。

　　　令和５年度横浜市一般会計補正予算（第４号）

令和５年度横浜市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるとこ

ろによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 35,118,376 千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 1,967,429,440 千円と

　する。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

　（債務負担行為の補正）

　（市債の補正）

第３条　市債の変更は、「第３表　市債補正」による。

　（繰越明許費）

第４条　地方自治法第213条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用

　することができる経費は、「第４表　繰越明許費」による。
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第１表　歳入歳出予算補正

  　歳  　　入

補 正 前 の 額 計

18 国 庫 支 出 金 425,562,086 29,131,931 454,694,017

1 国 庫 負 担 金 313,281,498 △ 51,546 313,229,952

2 国 庫 補 助 金 110,959,737 29,183,477 140,143,214

21 寄 附 金 8,995,492 28,000 9,023,492

1 寄 附 金 8,995,492 28,000 9,023,492

23 繰 越 金 139,345 3,214,387 3,353,732

1 繰 越 金 139,345 3,214,387 3,353,732

24 諸 収 入 100,720,328 58 100,720,386

5 雑 入 18,715,415 58 18,715,473

25 市 債 115,276,000 2,744,000 118,020,000

1 市 債 115,276,000 2,744,000 118,020,000

1,932,311,064 35,118,376 1,967,429,440

款 項 補 正 額

歳 入 合 計

千円 千円 千円
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  　歳  　　出

補 正 前 の 額 計

2 総 務 費 82,677,040 300,000 82,977,040

5 税 務 費 14,442,367 300,000 14,742,367

3 市 民 費 49,947,900 1,360,906 51,308,806

1 市 民 行 政 費 20,327,963 1,309,682 21,637,645

2 地 域 行 政 費 29,619,937 51,224 29,671,161

5 経 済 費 81,001,615 535,500 81,537,115

1 経 済 費 81,001,615 535,500 81,537,115

6 こども青少年費 348,661,408 100,000 348,761,408

3
こ ど も 福 祉
保 健 費

110,795,182 100,000 110,895,182

7 健 康 福 祉 費 434,872,698 24,365,251 459,237,949

1 社 会 福 祉 費 61,334,808 24,350,770 85,685,578

6 公 衆 衛 生 費 61,787,839 14,481 61,802,320

8 環 境 創 造 費 40,760,067 2,297,534 43,057,601

2 総 合 企 画 費 4,094,229 1,750,000 5,844,229

5 環 境 施 設 費 9,492,814 47,534 9,540,348

6 環 境 整 備 費 15,797,613 500,000 16,297,613

9 資 源 循 環 費 42,151,190 100,000 42,251,190

2 適 正 処 理 費 18,532,153 100,000 18,632,153

10 建 築 費 27,478,802 500,000 27,978,802

1 建 築 指 導 費 11,346,965 500,000 11,846,965

12 道 路 費 74,481,583 1,000,000 75,481,583

1 道路維持管理費 24,901,073 1,000,000 25,901,073

款 項 補 正 額

千円 千円 千円
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補 正 前 の 額 計

13 港 湾 費 11,203,369 615,220 11,818,589

1 港 湾 管 理 費 7,845,787 15,220 7,861,007

2 港 湾 整 備 費 3,357,582 600,000 3,957,582

14 消 防 費 51,437,176 264,000 51,701,176

1 消 防 費 51,437,176 264,000 51,701,176

15 教 育 費 273,282,019 3,662,965 276,944,984

2 小 学 校 費 13,971,367 1,169,038 15,140,405

3 中 学 校 費 6,014,099 197,377 6,211,476

4 高 等 学 校 費 1,032,392 37,492 1,069,884

5 特別支援学校費 1,693,038 56,980 1,750,018

8 教育施設整備費 35,411,072 2,202,078 37,613,150

17 諸 支 出 金 194,316,419 17,000 194,333,419

1 特別会計繰出金 194,316,419 17,000 194,333,419

1,932,311,064 35,118,376 1,967,429,440歳 出 合 計

款 項 補 正 額

千円 千円 千円
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　第２表　債務負担行為補正

　　１　新たに債務負担行為をするもの

期　　　間

横浜文化体育館の整備及び施
設維持管理等の実施に係る予
算外義務負担（令和５年度）

令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 20 年 度 ま で

限　度　額 1,900,000千円

本牧市民プールの整備及び施
設維持管理等の実施に係る予
算外義務負担（令和５年度）

令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 14 年 度 ま で

限　度　額 120,000千円

事　　　　　　項 限　　　　　　度　　　　　　 額
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　　２　本年度に債務負担行為をしたものの変更

期　　　　間 期　　　　間

東部方面斎場
（仮称）整備工
事請負契約の締
結に係る予算外
義務負担

令和６年度から
令和８年度まで

限度額 18,000,000千円
令和６年度から
令和８年度まで

限度額 21,000,000千円

事　　　　項
補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

限　　　度　　　額 限　　　度　　　額
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　第３表　市 債 補 正

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円 千円

公 園 緑 地
整 備 費

8,319,000 8,819,000

公 共 建 築 物
長 寿 命 化
対 策 費

3,179,000 3,596,000

港 湾 施 設 等
改 良 費

228,000 628,000

小 ・ 中 学 校
整 備 費

9,524,000 10,951,000

計 115,276,000 118,020,000

 7.0％

以内

  ただ

し、利

率見直

し方式

で借り

入れる

資金に

つい

て、利

率の見

直しを

行った

後にお

いて

は、当

該見直

し後の

利率と

する。

 7.0％

以内

  ただ

し、利

率見直

し方式

で借り

入れる

資金に

つい

て、利

率の見

直しを

行った

後にお

いて

は、当

該見直

し後の

利率と

する。

起債の目的
補　　　　　　　正　　　　　　　前 補　　　　　　　正　　　　　　　後

　市債証券の

発行または普

通貸借の方法

による。

　起債の時期

は令和５会計

年度。ただし、

その全部また

は一部を翌年

度以後に繰り

越し、起債す

ることができ

る。

　外国通貨に

より起債する

場合には、そ

の限度額は、

前記金額の全

部または一部

を、起債日に

おける外国為

替相場で換算

した金額によ

ることができ

る。また、こ

の場合におい

て、市債証券

を紛失または

滅失したもの

に交付するた

め必要あると

きは、限度額

欄に規定する

もののほか、

市債証券を発

行することが

できる。

　起債年度

の翌年度か

ら据置期間

を含め、30

年以内に償

還する。た

だし、本期

間中、未償

還額の範囲

内において

借り換える

ことができ

る。

　公的資金

を借り入れ

る場合は、

その融通条

件による。

　市債証券の

発行または普

通貸借の方法

による。

　起債の時期

は令和５会計

年度。ただし、

その全部また

は一部を翌年

度以後に繰り

越し、起債す

ることができ

る。

　外国通貨に

より起債する

場合には、そ

の限度額は、

前記金額の全

部または一部

を、起債日に

おける外国為

替相場で換算

した金額によ

ることができ

る。また、こ

の場合におい

て、市債証券

を紛失または

滅失したもの

に交付するた

め必要あると

きは、限度額

欄に規定する

もののほか、

市債証券を発

行することが

できる。

　起債年度

の翌年度か

ら据置期間

を含め、30

年以内に償

還する。た

だし、本期

間中、未償

還額の範囲

内において

借り換える

ことができ

る。

　公的資金

を借り入れ

る場合は、

その融通条

件による。
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事　　　業　　　名 金　　　額

2 総 務 費 3 総 務 費 地域防災拠点機能強化事業 2,000

3 市 民 費 1 市 民 行 政 費 自治会町内会館脱炭素化推進事業 1,137,000

5 経 済 費 1 経 済 費 ものづくり成長力強化事業 229,000

5 経 済 費 1 経 済 費
横浜市商店街プレミアム付商品券
支援事業

199,000

5 経 済 費 1 経 済 費 商店街にぎわい促進事業 108,000

6
こ ど も
青 少 年 費

2 子 育 て 支 援 費
小学校建替え等に伴う放課後キッ
ズクラブ整備事業

5,000

7 健 康 福 祉 費 1 社 会 福 祉 費
電力・ガス・食料品等価格高騰緊
急支援給付金給付事業

2,755,000

8 環 境 創 造 費 2 総 合 企 画 費 省エネ家電購入促進事業 1,750,000

8 環 境 創 造 費 6 環 境 整 備 費 公園整備事業 500,000

9 資 源 循 環 費 2 適 正 処 理 費 工場補修事業 60,000

10 建 築 費 1 建 築 指 導 費 公共建築物長寿命化対策事業 500,000

12 道 路 費 1 道路維持管理費 道路修繕事業 1,000,000

13 港 湾 費 2 港 湾 整 備 費
大さん橋ボーディングブリッジ整
備事業

600,000

14 消 防 費 1 消 防 費 消防車両購入事業 28,000

15 教 育 費 8 教育施設整備費 校地整備事業 120,000

15 教 育 費 8 教育施設整備費 小中学校整備事業 260,000

  第４表　繰越明許費

款 項

千円
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事　　　業　　　名 金　　　額

15 教 育 費 8 教育施設整備費 市立学校空調設備整備事業 90,000

15 教 育 費 8 教育施設整備費 シャッター改修事業 390,000

9,733,000

款 項

設　　　　　　定　　　　　　額　　　　　　合　　　　　　計

千円
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　し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 5,865,425 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

　　　令和５年度横浜市中央卸売市場費会計補正予算（第２号）

令和５年度横浜市の中央卸売市場費会計補正予算（第２号）は、次に

定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 17,000 千円を追加
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第１表　歳入歳出予算補正

  　歳  　　入

補 正 前 の 額 計

4 繰 入 金 199,421 17,000 216,421

1 一般会計繰入金 199,421 17,000 216,421

5,848,425 17,000 5,865,425

款 項 補 正 額

歳 入 合 計

千円 千円 千円
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  　歳  　　出

補 正 前 の 額 計

1 中央卸売市場費 5,848,425 17,000 5,865,425

1 運 営 費 2,494,752 17,000 2,511,752

5,848,425 17,000 5,865,425

款 項 補 正 額

歳 出 合 計

千円 千円 千円
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